

















































































































































































































































































































































（ 「逝きし玉城瑩氏」 、 『琉球新報』一九 七年二月二六日。この記事の存在について、仲村顕氏にご教示いただいた。記して感謝したい。
（5 方言札の広がりととまどい























及び之れが帰着点を普通語の励行に置かんとす」と述べられていた。この詳細につい は、 『沖縄教育』誌上からはわからないが、玉城小学校 ように普通語の励行を意識的に取り組んでいる学校から、その取り組みの方法や実態を委員が聴き取ることはできたと考えられる。
最後に、沖縄教育会の各郡区部会をはじめとする各種会議における訓示や議論である。一九一五年




















































































































う賞罰の考え方が根底に流れていることが特徴である。具体的に項目を指摘すれば、学校において、琉球語で話した場合の教員 よる訓戒（第七項目） 、 「罰札」いわゆる方言札（第一一項目） 、また児童生徒同士の制裁（第二四項目）と並んで、普通語で話す児童の称揚（第八項目）や学級の表彰（第九項目）が掲げられているのである。そ は、社会の第八項目において役場等での採用にあたって「普通語ヲ解セルモノヨリトルコト」という発想にも通底している。そのうえに、児童生徒の表現を調査すること（学校の第二〇、二一項目）をふまえた座談（学校の第一二項目） 、発音矯正（学校の第一三、一七項目）など 具体的な方法 列挙されているのである。
しかし、全項目を見渡すとき、それらの具体的な方法がどういう関係性を伴っているのかは明瞭で













































「ノ」という助詞を含むか否かはあるものの「普通語励行」という名称、また学校、家庭、社会という三つの場に対応した方法を列挙しているという全体構成において、この通牒が「普通語ノ励行方法答申書」と酷似していることが明瞭である。と同時に項目数を見れば、答申書の四一に対して通牒は一七と半減していることも目につく。答申書を受けた沖縄県内務部は、答申書の項目を取捨選択し、適切と見なした方法を施策と て取り込ん 通牒に掲げ、郡区長島司を介し 町村吏員、学校教員にその実行を指示 のであった。沖縄県内務部が答申書にありながら通牒で取らなかった項目は、取る項目との重複を避けたものの
ほかに、適切な方法として認めなかったものや、普通語励行の前提であって強いて掲げるに値しないと判断したものがあると考えられる。そのような視点から、 のみに掲げられた項目を整理してみる 、沖縄県内務部の施策の前提と 次 点が浮かびあがる。
まず、小学校入学当初から、授業をはじめとして普通語での会話を当然視していたことである。答
申書の学校の第二二項目「入学当時ヨリ普通語ニテ教授スルコト」は内務部に っては当然のことであったのである。関連して、答申書 学校 第一〇項目 「幼学年児童」すなわち小学校低学年 児童に「カタコト交リノ普通語」で話させ「徐々ニ訂正シテ行ク」という方法も、この前提からすれば、内務部自身が公に認めることはできなかった 考えられよう。
さらに、学校だけでなく、沖縄社会全般において、普通語励行を当然視していたと考えられること
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である。答申書においては、学校、家庭、社会のいずれの場においても「普通語ノ必要」という「気分」を涵養するという項目を掲げていたが、通牒ではそれは掲げられなかった。そのような「気分」は施策の前提であり、具体的な方法でな ことも加わって通牒に ることはなかった。 お、他府県出身教員の話 その「府県ノ 言」へ留意した事項を通牒は取らなかった。内務部は他府県の「方言」を独自の課題とすることはなく、通牒の学校の第二項目「教員自身正シキ普通語ヲ使用シテ」に解消する程度の扱いに止めたのであった。このことは、県知 はじめ沖縄県庁上層部を他府県出身者が占めていたことを反映してい といえるであろう。
最後に、小学校と、小学校以降の中等学校との差異を設けなかったことである。答申書の学校の第







項目において「方言使用者」への訓戒を掲げながらも、普通語で話す児童や学級に対する称揚、表彰を掲げなかったことである。このことは、通牒が普通語励行を当然視するなかにあって、学校で普通語を話すことは称揚や表彰に値する行為 みなさなかったことを意味してい 。一方で普通語励行を当然とする以上、琉球語で話すことに対する訓戒や取り締まりを掲げることとなったので る。
そして、家庭と社会の項において、 「冷笑スル悪風」を矯正する、取り締まるという項目を掲げた






































































中心である産業十年計画との関連からも、沖縄の学校 おいて子どもたちが普通語を話していないこと、言い換えれば沖縄のことばを話していること 問題視した。大味県知事は郡区長、視学、学校長に対して、それぞ の対象者の職務に応じた内容の訓示等により普通語励行を求め、そのうえで一九一五年八月九日、沖縄教育会へ「普通語励行ノ 法如何」を諮問した。その諮問 、 で
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た。 「普通語ノ励行方法答申書」を中心 して、垣間見えたとまどい 各層について簡潔に整理すれば、以下のようである。
沖縄県庁は、 「国民統一」の観点から普通語励行を大前提としていたが、自ら具体的方策をもって











ず、学校では普通語で話すことを求められ、その乖離のなか とまどったことが容易 察せら る。
）（（
（
そして方言札がある場合には、周囲 気遣いながら、また琉球語で話すことによる罰をも恐れながら話さなければならず、子どもたち同士 札 押し付け合うこと なったのである。
最後に地域住民は、琉球語での生活を変える必然性はないなかで、学校を介して子どもたちがもた








頃） 、 「標準語」と呼んだ時期（一九三五年頃～一九五五年頃）と 区分されるが（外間守善『沖縄の言語史』法政大学出版局、一九七一年、五一～六 頁） 、本稿が注目する一九一五年 史料において「標準語」も用いられており、明確に区分できる ない。本稿では混乱を避ける め、その史料の表題にしたがって「普通語」という表現を採用し、以下カッコを略 て表記することとする。
（
2）沖縄で話されていることばは集落ごとに異なるといわれ、最近では集落のことばを意味する「しまくとぅ







































































15） 「日比知事の告辞」 、 『琉球新報』一九一〇年八月一四日など。なお、日比 沖縄県知事在任期間は、
一九〇八年四月～一九一三年六月である。
（
1（） 『沖縄教育』第九三号（一九 四年一月 の 高橋知事の訓話」は、高橋知事による沖縄教育会島尻郡部会
72
や沖縄県師範学校などでの八つの訓示を二五頁にわたって掲載している。これをはじめとして、管見の限り、高橋知事がことばに言及している 見出せなかった。ただ 、このことは琉球語を容認していた結果とは限らない。高橋は、 「各学校等を巡視したり、地方の有様を実見したり、又本県の方々に接触して見ると、思ふた程に進化して居らぬよふに思はれます」 （ 『沖縄教育』第九三号、二頁）と述べており、沖縄の現状を肯定的に捉えて たとは考えられないためである。なお、高橋の沖縄県知事在任期間は一九一三年六月から一九一四年六月である。
（
17） 「大味知事訓辞（視学会議に於ける） 」 、 『琉球新報』一九一五年三月二〇日。
（
18） 「郡区視学への諮問事項」 、 『琉球新報』一九一五年三月二二日。
（
19） 「島尻 各学校長会」 、 『沖縄教育』第一〇二号 九一五年七月、六 頁。
（
20） 「各学校長会議」 、 『琉球新報』一九一五年六月七日。
（




23） 「那覇 研究会」 、 『琉球新報』一九一五年七月二八日。
（
2（） 「教育会総会」 、 『琉球新報』一九一五年八月一〇日。 「教育会総会 沖縄教育 第一〇三号、六四頁。
（






27） 「第一回中等学校教授法研究会（二） 」 、 『琉球新報』一九一一年九月三〇日。
（
28） 「普通語ノ励行方法答申書」 、 『沖縄教育』第一〇三号、六五～六七頁。なお、調査委員一五名のうち、安村
良公、嘉平善幸、玉城瑩の三名が答申書の調査委員に名を連ねていない。その事情は不詳だが、九月六日の会合に参加できなかったも と思われる。
（
29） 「玉城小学校要覧抄」 、 『沖縄教育』第一〇二号、五二～五五頁。
（
30） 「島尻教育部会」 、 『沖縄教育』第一〇二号、六四頁。
（
31） 「学校長会に於ける五分間演説の概要」 、 『沖縄教育』第一〇 号、 九～六一頁。
（









3（）名城政成「普通語の励行及国語教授」 、 『沖縄教育』第一〇二号 五九頁。
（
37） 「高等小学校談話会規則」 、 『琉球教育』第三号、一八九六年二月（ 『琉球教育』復刻版 第一巻 本邦書籍、




38） 「発音矯正練習表」 、 『沖縄教育』第六九号、一九一二年一月、四二頁。
（
39）読谷山尋常高等小学校の真喜屋実重は、一九一二年度に方言札の罰として掃除当番の手伝いをさせたこと


















（（） 「本県各小学校合同研究会要項」 、 『沖縄教育』第一〇三号、巻頭（頁なし） 。 合同研究会」 『琉球新報』
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 本稿は、平成二八年度科学研究費補助金・基盤研究（Ｃ） 「近代沖縄におけることば 教育に関する実証的研究」 （研究代表者・近藤健一郎、研究課題領域番号
15K
0（205 ）の研究成果の一部である。
